
平成２４年度における医学部入学定員について

○ 医師の養成数については、昭和57年及び平成9年の閣議決定により、入学定員を

7,625人まで抑制。

○ 近年の医師不足に対応するため、平成20年度より入学定員を増員し、平成23年度ま

でに8,923人まで増員（平成19年度比1,298人増）。

＜内訳＞

・ 平成２０年度は、医師不足が深刻な１０県、医師養成総数が少ない２県等で計１６８人の増

・ 平成２１年度は、全都道府県で計６９３名の増（過去最大程度までの増員）

・ 平成２２年度、２３年度は、地域の医師確保等の観点から、計３６０名（H22)、７７名（H23)の増

１．これまでの経緯

○ 平成２４年度については、「新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）」等を踏まえ、大

学や都道府県の意向を確認しつつ、２２年度、２３年度と同様の枠組みで、地域の医師

確保等の観点から、緊急臨時的に次の枠組みの増を認める。

２．基本的方針

３．平成24年度の入学定員の増員

枠組み

平成３１年度までの８年間

（以降の取扱いは、その時点の医師養成数の将来見通しや定着状況を踏まえて判断）

増員期間

○ 地域医療への従事を条件とした奨学金、選抜枠の設定（地域枠）を行う大学の入学
定員の増員 （H23年度：５９名） ※自治医科大学の増員を含む

○ 複数大学の連携により研究医養成の拠点を形成する大学の入学定員の増員
（H23年度：６名）

○ 歯学部入学定員を減員する大学についての医学部入学定員の増員（H23年度：１２名）



○平成１０年５月 厚生省「医師の需給に関する検討会」報告書公表

当面、昭和62年に立てた削減目標の未達成部分の達成を目指す。

3,2418124,793

平成２１年４月 3,171787

国▲４９０
公▲ ５
私▲１６０

○昭和５７年９月 「今後における行政改革の具体化方策について」閣議決定

医師については、全体として過剰を招かないように配意し､適正な水準となるよう合理的な養成計画

の確立について政府部内において検討を進める。

○平成１８年８月 新医師確保総合対策
医師不足県において、１０名を限度として、暫定的な定員増を容認 等

○平成２０年６月 閣議決定 「経済財政改革の基本方針2008」

これまでの閣議決定（※）に代わる新しい医師養成の在り方を確立する。
（※）早急に過去最大程度まで増員するとともに、さらに今後の必要な医師養成に

ついて検討する。

7,6252,8806554,090平成１９年４月
削減後の定員

7,793728    2,9004,165平成２０年４月

※入学定員には編入学定員を含む。私立大学の入学定員は募集人員を記載。

8,4864,528

緊急医師確保対策による増員分を含む。

医学部（医学科）入学定員の推移

○平成９年６月 閣議決定「財政構造改革の推進について」
大学医学部の整理･合理化も視野に入れつつ引き続き医学部定員の削減に取り組む。

○平成１９年８月 緊急医師確保対策
全都道府県において、５名（北海道は15名）を限度として、暫定的な定員増を容認 等

○平成２１年６月 閣議決定 「経済財政改革の基本方針2009」
地域間、診療科間、病院・診療所間の医師の偏在を是正するための効果的な方策及び医師等人材確保
対策を講ずる。

8,846平成２２年４月

①地域の医師確保のための定員増：３１３人（国227、公25、私61）
②研究医養成のための定員増：１７人（国13、私4）
③歯学部入学定員削減を行う大学の特例：３０人（国25、私5）

○昭和６１年.６月 厚生省「将来の医師需給に関する検討委員会」最終意見

平成7年を目途として医師の新規参入を最小限10％削減すべき。※平成18年度までに7.9％削減

8,2803,0406604,580ピーク時の定員
昭和５６年４月

合計（79校）
私立

(29校）
公立
（8校）

国立
（42校）

区 分

合計+３６０
国＋２６５
公＋ ２５
私＋ ７０

合計+６９３
国＋３６３

公＋ ５９
私＋２７１

合計+１６８
国＋７５
公＋７３
私＋２０

○平成２２年６月 閣議決定 「新成長戦略」
第3章(2)ライフ・イノベーションによる健康大国戦略「医師養成数の増加」

3,2638174,843 8,923平成２３年４月

合計+７７
国＋５０
公＋ ５
私＋２２

①地域の医師確保のための定員増：５９人（国33、公5、私21）
②研究医養成のための定員増：６人（国5、私1）
③歯学部入学定員削減を行う大学の特例：１２人（国12）


